

























































⑵　Deutscher Hochschulverband, Die W-Besoldung, 2008













































































州・連邦 Ｗ１ Ｗ２ Ｗ３ Ｃ３ Ｃ４
Bund 3926.4 4478.10 5425.82 5875.46 6761.31
Baden-
Württemberg 3924.26 4578.74 5528.94 6029.91 6941.18
Bayern 3889.20 4500.60 5366.75 5794.60 6670.06
Berlin 3525.55 4027.35 4890.35 5358.37 6173.79
Brandenburg 3764.92 4295.30 5207.46 5689.98 6552.69
Bremen 3728.47 4256.15 5163.64 5768.17 6642.78
Hamburg 3869.08 4401.56 5317.32 5733.17 6599.27
Hessen 3710.92 4239.10 5147.49 5752.91 6628.37
Mecklenburg-
Vorpommern 3816.31 4354.02 5278.75 5768.17 6642.78
Niedersachsen 3819.99 4358.20 5283.84 5773.75 6649.21
Nordrhein-
Westfalen 3816.31 4354.02 5278.75 5768.17 6642.78
Rheinland-Pfalz 3871.36 4416.29 5300.47 5918.28 6812.56
Saarland 3761.68 4281.57 5175.65 5787.04 6651.28
Sachsen 3837.86 4375.58 5300.31 5789.01 6663.63
Sachsen-Anhalt 3837.86 4375.58 5300.31 5789.01 6663.63
Schleswig-
Holstein 3830.36 4367.02 5289.94 5789.01 6663.63



























⑼　Hochschullehrerbund, Die W-Besoldung auf den Prüfung, 2011







⒀　Der Westen v. 27.02.2012
































































































































































































州 1.1 1.2 1.3 1.4 2.1 2.2 2.3 3.1 3.2 3.3 3.4 4.1 4.2 ５ 6.1 6.2 ７
BW － ＋ ＋ ０ ＋ ＋ ＋ ＋ － ０ ０ ＋ － － ＋ ＋ ＋
バイエルン － ＋ ＋ － ０ ＋ ０ ０ － ０ ＋ ＋ ＋ － － ０ ０
ベルリン ０ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ０ ０ ＋ ＋ － － ＋ －
ブランデンブルク － ０ － － ０ ＋ ０ ＋ － － ０ ＋ ＋ ０ － － ＋
ブレーメン ０ ０ ＋ ＋ － ＋ ０ － ＋ ０ ＋ ＋ ０ ＋ ＋ ０ ０
ハンブルク － ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ０ ０ ＋ ＋ ＋ ＋ ０ ０
ヘッセン ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ０ ＋ ＋ ０ ＋ ＋ ０ － ＋ ０ ＋
MV － ＋ ＋ － ＋ ＋ ０ ＋ － ０ ０ ＋ ＋ － － ０ ０
ニーダーザクセン ＋ ＋ ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ０ ０ ＋ － － ＋ ０ ＋
NW － － － ＋ ０ ＋ ０ ０ － － ０ ＋ ＋ － ＋ ０ ＋
RP ０ ０ ＋ ＋ ０ － － ０ － ０ ０ ＋ ＋ － ＋ ０ ０
ザールラント ＋ ０ ＋ － ＋ ＋ － ＋ － ０ ０ ＋ ＋ ＋ ＋ ０ ０
ザクセン － － ＋ ＋ ０ ＋ － ＋ － ０ ０ ＋ ＋ ＋ － ０ ＋
ザクセン・アンハルト ０ － ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － ０ ０ ＋ ＋ ＋ － － ０
SH － ０ ＋ － ０ ＋ － ＋ ＋ ０ ０ ＋ ＋ － － ＋ ０












　　　　州 大きい 中位 小さい
ヘッセン 12 4 1
ハンブルク 11 4 2
ニーダーザクセン 11 3 3
BW 10 3 4
ベルリン 10 3 4
ザールラント  9 5 3
テューリンゲン  9 4 4
ブレーメン  8 7 2
ザクセン  8 4 5
ザクセン・アンハルト  8 4 5
MV  7 5 5
SH  7 5 5
バイエルン  6 6 5
NW  6 4 7
ラインラント・プファルツ  5 8 4
ブランデンブルク  5 6 6
出典：図表２と同じ。S.51












































年度 全大学 総合大学 芸術大学 専門単科大学
2005 授与枠 3,634 2,258 534 　842
実際の支給総額 　732 　594  18 　120
2006 授与枠 6,184 4,200 726 1,258
実際の支給総額 2,176 1,805 102 　269
2007 授与枠 5,575 4,446 207 　921
実際の支給総額 3,469 2,903 148 　418
2008 授与枠 7,321 5,351 538 1,432
実際の支給総額 5,001 3,646  90 　866
出典：Jaeger/In der Smitten, Leistungsbezüge in der W-Besoldung, S.9
図表７　Ｗ給与表適用教員数等








任用給を支給されている教員数 82 147 158 197
慰留給を支給されている教員数  5 　8  14  21
特別な業績給を支給されている教員数  1 　4  17  82








































































ｿボイト工業専門大学（Beuth Hochschule für Technik Berlin）では，２
























































































































































































































































































































































































































































































































⑴　Michael Jaeger, Wie wirksam sind leistungsorientierte Budgetierungsverfahren in 
deutschen Hochschulen ?, in : CHE-Arbeitspapier Nr.111 Bilanz und Perspektiven der 































⑵　Michael Jaeger/M. Leszczensky, Evaluation der leistungsbezogenen Mittelvergabe 





























⑶　T. Schröder, Der Einsatz leistungsorientierter Ressourcensteuerungsverfahren im 
deutschen Hochschulsystem, 2004, in ; Hochschulforschung 26, S.28-57, in : CHE-
Arbeitspapier Nr.111, a.a.O. (N.1), S.42

































ができなくなる」と語る。Vgl. Frankfurter Allgemeine Zeitung v.03.03.2008
⑹　H. Minssen/B. Molsich/U. Wilkesmann/U. Andersen, Kontextsteuerung von 











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































て い る。Vgl.Ewald Berning/ Susanne Falk, Promotionsstudium, in : Beiträge zur 
Hochschulforschung, Heft ３, 26. Jahrgang, 2004, S.57-58
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⑵　基本的に主である別の大学教員としての職務と併せて副学長の役職を担当する教授
は，この職務の期間中，300ユーロの業績給を支給される。
７条　研究・教育手当
⑴　大学の研究・教育計画のために，民間第三者の資金を獲得しこの計画のために使用す
る教授は，当該外部資金が支給されている期間中，この資金から，理事会宛の様式不問の
申請にもとづいて，本法39条にもとづく恩給算定基礎とはならない手当を支給される。た
だし，外部資金はこの目的のためであることを明記されている場合にかぎる。それに対応
する教育活動は，授業義務には算定されない。
⑵　研究・教育手当は定期的に毎月，研究ないし教育プロジェクトの期間中支給される。
それは定期的な給与調整の対象とはならない。
８条　給与法上の手続きの優先
　拘束力を有する給与法上の手続きは本指針の適用されている規定に優先する。
〔コメント〕研究面の評価対象に「企業設立」が挙げられているのは，工科大学の特色で
ある。後継者養成面の対象記述は具体的である。
　業績等級の配分につき情報公開を定めるのは珍しい。
　役職給として，学部長150ユーロ，副学長300ユーロは極めて低額な事例である（６条）。
Ⅴ　フンボルト大学（ベルリン州）＜Ｗ給与に関する学長指針＞　2006年
１条　適用範囲
　教授に関する州給与法にもとづく業績給の支給は､ この指針の基準にしたがって，場合
によっては評議会が定める学則（Satzung）に連動して行われる。
２条　特別な業績給の支給
⑴　特別な業績給の支給に関する決定は，年に一度行われる。初回は2007年に行われる。
１月10日までに学長は10月１日以後に特別な業績給のために使用する予算の範囲を公表す
る。学部長は２月20日までに学則２条にもとづく委員会に意見を提出する。学則２条にも
とづく委員会は，５月31日までに学長に特別な業績給の支給に関する提案を伝える。学長
の決定は７月31日までに行われ，10月１日に効力を生じる。
⑵　申請は学則３条で挙げられているすべての活動領域における業績が，提案されている
者により添付された質問一覧のなかで提示されるものとする。
⑶　申請が受理されなかった場合，学部長は関係者と共同で学長による説明を求める権利
を有する。
⑷　１項から３項までは､ Ｓ給与職の教授には適用されない。
岡　法（62―２)
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３条　役職給
⑴　役職給の支給は当該役職の在任中に行われる。
⑵　教授（予算定員による。准教授を除く）30人以上を擁する学部の学部長は，毎月500
ユーロの役職給を支給される。教務担当副学部長（Studiendekane）および学部長代理は
250ユーロを支給される。教授30人を下回る規模の学部では金額は半分とされる。
⑶　研究所長（Direktoren von Instituten）は学部長代理と同額の役職給を支給される。
⑷　評議会の常置委員会の議長は毎月250ユーロの役職給を支給される。
４条　任用・慰留交渉
　任用および慰留交渉にあたっての業績給支給につき，学長が決定する。そのさいの給与
額が従来の金額を上回る場合には，それは期限なしで，または初め３年間の期限付きで支
給される。期限なしで支給される場合には，Ｗ給与の昇給（Besoldungserhöhung）は連邦
給与調整法の適用を受ける。
〔コメント〕これは簡単な記述である。当大学では別に定められているということであろ
う。
・不採択時に学長にその理由説明を求める権利を明記するのは珍しい事例である（２条
⑶）。
・この大学でも学部長手当額は学部規模により異なる（３条⑵）。
Ⅵ　キール大学（シュレスヴィッヒ・ホルシュタイン州）学則（一部略）
　これはシュレスヴィッヒ・ホルシュタイン州大学業績給令にもとづく。
３条　業績給および研究・教育手当の支給
⑴　州規則５，６，７および８条の業績給および研究・教育手当の支給ないし金額は学長
室（Rektorat）が学部長室（Dekanat）の提案にもとづき決定する。支給の要件を満たす
か否かを判断するために､ 学長室は個別事例で外部の鑑定意見を求めることができる。
⑵　特別な業績給の支給にあたり学長室は提案権を有する。
４条　業績給支給の一般原則
⑴　業績給の資金は，任用給・慰留給に資金の70％以内，特別な業績給に20％以上，役職
給に10％以上を配分する。
⑵　任用給および慰留給は個々人ごとの条件および労働市場状態にもとづいて支給される。
⑶　特別な業績給は，６段階で支給される。
⑷　業績志向（leistungsorientiert）の給与の目的に対応するため，特別な業績給は原則と
して以下の支給基準による。
等級１はＷ適用教授全員の上限60％，等級２は，同じく上限40％，等級３は，同じく上
限30％，等級４は，同じく上限20％，等級５は，同じく上限10％，等級６は，同じく上
ドイツ・大学教員の業績給
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限５％とする。
５条　任用給・慰留給
⑴　任用給は任用される人物に支給されうる。他大学からの書面による招聘または他の使
用者への書面による雇用申込みが提出された場合，慰留給が支給されうる。この決定にあ
たり，とくに個々人の資格・水準（Qualifikation），評価結果（Evaluierungsergebnisse），
志願者状況および各分野の労働市場状況が考慮される。
⑵　任用給・慰留給は初回の支給にあたっても期限なしで支給されうる。
⑷　２度目の任用および慰留の交渉では，それぞれ月700ユーロまで支給されうる。ただ
し，特別な事情がある場合はこの限りでない（例，外国からの任用）。
６条　特別な業績に対する業績給
⑴　特別な業績給支給の審査ラウンドは毎年使用可能な資金額内で行われる。研究，教育，
継続教育または後継者養成の分野における，平均をかなり上回り，通常は複数年にわたり
達成されている特別な業績に対してのみ，業績給は支給されうる。特別な業績給の初回の
支給は３年間の期限付きで行われる。その後，５年以内の期限付きでさらに支給されるか，
または将来かなりの業績低下の場合には撤回するという留保（Widerrufsvorbehalt）のも
とに期限なしで支給される。
⑵　特別な業績に対する業績給に関する決定は，詳しく根拠づけられた教授の申請にもと
づいて行われる。１ランク高い業績等級の達成をめざす申請は原則として３年おきに行わ
れる。申請権は学部協議会（Konvent 注１）における学生の委員も有する。特別な業績給
の支給申請は関係学部長の意見を付して学長室に提出される。採否の通知は学部長室を通
じて伝達される。本人の希望があれば決定は懇談を通じて説明される。
　翌年度に業績給に充当される資金額は学長室から学内で公表される。
⑶　特別な業績給は原則として各等級ごとに月300ユーロを支給される。特別な場合には，
さらに高い金額が支給され，または一括払いがされる。その金額は業績の意義と適切に比
例しなければならず，5,000ユーロを超えてはならない。
⑷　決定の基礎として，以下の評価指標が適用される。
１. 研究の領域：
ａ) 表彰および研究評価
ｂ) 論文発表および雑誌編集
ｃ) 発明および特許
ｄ) 学術的な作業グループの立ち上げおよび指揮
ｅ) 学外の鑑定・講演活動
注１：ドイツでは学部レベルの最高議決機関である学部協議会に学生代表も加わっている。した
がって，教員採用にも関与する。
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ｆ) 外部資金獲得
２. 教育の領域：
ａ) 教育に対する受賞または表彰
ｂ) 学内外の授業評価の結果
ｃ) 学生による授業評価で卓越した結果
ｄ) 試験担当（Prüfungsbelastungen）
ｅ) 卒業論文，修士論文にあたっての特別な指導（Betreuungsleistung）
３. 継続教育の領域：
ａ) 通常の義務を超えて行われた授業担当
ｂ) 新しい継続教育企画の展開
４. 後継者養成の領域：
ａ) 学術的な後継者養成の援助
ｂ) 博士号取得およびさらなる学術的資格向上の指導
ｃ) 後継者養成プログラムの開発および実施，学部プログラムおよび卒業生プログラム
を含む。
５. そのほか：
ａ) 学会（wissenschaftliche Gesellschaft）における特別な無償の役員引き受け等
ｂ) あ らゆる分野における国際化にかかわる活動は，とくに性に特有な
（geschlechterspezifisch）側面を考慮して特別な業績とされうる。
７条　役職給
⑴　大学運営における役職を引き受けることに対して役職給を支給する。それは定期的に
給与調整される。授与期間は在任中である。
⑵　学長は月3,500ユーロ，学長代理（Prorektor）は月1,200ユーロまで役職給を請求する
権利を有する。この役職給の支給につき，シュレスヴィッヒ・ホルシュタイン州で大学を
管轄する大臣が決定する。
⑶　哲学部，数学・自然科学部および医学部の学部長は月800ユーロ，その他の学部の学部
長は月600ユーロの役職給を支給される。これに対応して各学部の学部長代理（Prodekan）
は月400ユーロないし300ユーロの役職給を授与される。
８条　研究・教育手当
　研究または教育のために民間第三者の資金を獲得し，その目的のために使用する教授は，
この資金が支給される期間，申請にもとづき当該資金から研究・教育手当を支給されうる。
ただし，外部提供者がこの目的を明示している場合に限る。支給にあたり学長は，教授が
その他の職務遂行の義務を履行していることにつき注意を払う。この手当は基本給の100％
を超えることはないものとする。
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10条　異議申立の管轄
　州大学業績給令10条にもとづき，業績給授与ないし金額に関する教授の異議申立につき
学長が決定する。その他の事項では大学を管轄する州大臣が決定する。
〔コメント〕・６条⑷の下線部は，ポジティブ・アクションを意味する。
・学長のみならず，学長代理の役職給に関しても，州大臣が決定している（７条⑵）。
・この大学でも学部長手当額は学部規模によっている（７条⑶）。
・州の規定にもとづき，異議申立につき定められている（10条）。
Ⅶ　マーブルク大学（ヘッセン州）業績給の支給に関する指針
１条　指針の目的
　本指針は大学業績給令にもとづく業績給の手続きおよび支給の諸原則を定める。
２条　適用領域
⑴　本指針は，⒜官吏の地位にあり，かつ，Ｗ給与職にある大学教員（Hochschullehrer），
⒝職員関係にありＷ給与規則を準用して支払われている大学教員，ならびに⒞Ｗ給与グ
ループの理事会（Präsidium）メンバーに適用される。
⑵　本指針は，⒜任用・慰留交渉にもとづく，⒝特別な業績に対する，⒞役職および特別
な任務の引き受けに対する業績給の支給，算定および恩給基礎算定のための手続き，なら
びに⒟外部資金にもとづく研究・教育手当の支給を定める。
３条　任用・慰留交渉にもとづく業績給
⑴　大学業績給令３条にもとづく任用・慰留給の支給につき，理事会は関係学部の了解の
もと，個々人ごとの評価を基礎に決定する。学部は，とくに各専門分野における資格・水
準，評価結果，応募状況，学部の将来計画，ならびに当該事案で使える人事予算につき見
解を示す。他大学の任用による慰留交渉にあたり，さらに法律にもとづく教授の報告が評
価にあたり参考とされる。
⑵　任用・慰留給は継続的な給付として通常期限なしで支給される。期限付きの支給は目
標協定と組み合わされる。任用・慰留給は原則として給与調整に組み込まれる。
４条　特別な業績に対する業績給
⑴　大学業績給令４条にもとづく特別な業績給は，付属資料１に挙げられている指標にも
とづいてのみ支給される。評価は現在の任用・慰留給，関係する構造計画（Strukturplan）
および目標協定との関わりで，場合によっては外部の鑑定意見をもとに行われる。特別な
業績にもとづく業績給の支給には，合計で業績給に充てられる資金（支給枠）の20％以上
が充てられる。
⑵　支給は教授の申請もしくは学部の提案にもとづいて行われる。申請または提案には決
定に必要な資料が添えられる。それにはとくに，特別な業績の提示が含まれる。学部長は
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申請につき付属資料１に挙げられている指標をもとに見解を示す。資料は，対応する目標
協定ないし業績給支給に関する予算報告に対する所見，および場合によっては提案が年度
の９月末までに理事会に提出される。
⑶　理事会は提出された資料をもとに12月末までに学部長との了解のもとに申請につき決
定を行う。
⑷　労働時間の短縮またはヘッセン州官吏法（Hessisches Beamtengesetz HBG）85条ａ４
項１号（所定労働時間の半分以下のパートタイム勤務）に挙げられている理由にもとづく
教授としての職務の中断は，適切に考慮される。承認されている障害に対しても同様であ
る。
⑸　特別な業績に対する業績給は一括払いとして，もしくは５年間の継続的な支払として
支給される。それは累積的には分割されない。初回の支給は通常任用４暦年後に対して行
われる。それは原則として期限付きで，恩給基礎算定とされない。次の申請は早くても期
限経過直前になされうる。
⑹　業績給は付属資料２にもとづくランクに選考される。それは一般的な給与調整の対象
となる。
５条　役職給
⑴　大学業績給令５条にもとづく役職給は，付属資料２に掲げられる役職に対して支給さ
れる。支給につき理事会は資料２に定められた金額の基準にしたがって決定する。兼任の
役職に対して支給するか否かは専任の役職者が決定する。
⑵　支給の期間は役職在任中とする。役職給は定期的な給与調整の対象となり，全部また
は一部は恩給算定基礎に組み込まれうる。
６条　外部資金による研究・教育手当
⑴　大学業績給令６条にもとづく研究・教育手当の支給につき，理事会は教授の申請およ
び学部の意見にもとづき決定する。民間第三者との対応する協定と組になった外部資金で
は，贈収賄に関する判例を参照して決定が行われる。
⑵　研究・教育手当の金額は，各人の年間額面給与の50％を上限とする。その高さは兼業
の承認にあたって考慮されうる。
⑶　本手当は恩給算定基礎とはならず，定期的な給与調整の対象とされない。
付属資料１：支給の指針
⑴　研究における特別な業績
ａ) 専門分野で特別な業績と認められた論文の発表
ｂ) 研究グループの構築および指揮（特別な研究領域，博士号取得支援組織，研究者グ
ループ，ＥＵプロジェクトの調整役等）
ｃ) 外部資金獲得の特別な成果
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ｄ) 表彰および研究評価（Forschungsevaluation）（研究評価の考慮は評価制度の標準に
もとづくこと）
⑵　教育における特別な業績
ａ) 表彰および授業評価（報告の標準にもとづくこと）
ｂ) 授業への特別な関わり
ｃ) 教育における新たな調整方法（Vermittlungsformen）の導入，新たな学習課程およ
び新たな継続教育企画の構築
⑶　その他の特別な業績
ａ) 国内外の研究組織における参加（例，ドイツ学術振興協会（DFG）専門幹部会
（Fachkollegium）または専門委員会，学術審議会（Wissenschaftsrat），ドイツ学術
交流事業（DAAD）およびほかの学術交流団体の役員への選出）
ｂ) 大学の教育研究にとって特別な意義をもつ学術・技術移転（例，特許）の分野にお
ける活動および外部資金獲得，
ｃ) 国際的に評価される専門雑誌，専門書の編集。
付属資料２：役職給等（ユーロ）
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１. 役職給（上限額）
役職 月額
学長 2,500
事務局長，専任の副学長 1,500
兼任の副学長 900
学部長 600
学部長代理（Prodekane） 300
学部長補佐 300
特別研究部門代表 500
２. 特別な業績に対する業績給（上限額）
等級 業績指標 月額
１ 職務の遂行を明らかに卓越する業績 400
２ 講座（Institut）を顕著に有名にする 700
３ 専門部門を顕著に有名にする 1,000
４ 大学を顕著に有名にする 1,500
５ 大学の国際的評価を決定的に高める 2,500
〔コメント〕・教授のなかに，職員，パートタイム勤務の場合があることがわかる（２条
⑴，４条⑷）。パート勤務は学外の専任研究員を兼ねているようなケースである。
・業績給のなかでも，外部資金にもとづく研究・教育手当につき特記されている（２条⑵，
６条）。
Ⅷ　ウルム大学（バーデン・ヴュルテンベルク州）：業績給および研究・教育手当の手続き
および支給に関する指針
１条　規制対象
　この指針は2005年１月14日の業績給令にもとづく業績給および研究・教育手当の手続き
および支給に関する原則を定める。
２条　適用領域
　この指針はＷ給与規則にもとづいて給与を支給されている教授および役職担当者に適用
される。
３条　役職給
　役職給（Funktionsleistungsbezüge）は，当該役職に在任中に支給される。任期の開始
および終了の月は１か月分支給される。
　役職給は，以下のとおりである。
・理事会（Vorstand）議長　　　　　　　　　　　　　 1,000ユーロ
・専任の理事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 750ユーロ
・兼任の理事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 500ユーロ
・学部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 500ユーロ
・教務担当副学部長（Studiendekane）　　　　　　　　　 250ユーロ
・男女共同参画代表委員（Gleichstellungsbeauftragte）　　100ユーロ
　執行部（Leitungsgremien）の専任の委員に対する変動的な部分は監査役会
（Aufsichtsrat），人事委員会（Personalausschuss）によりそのつど交渉され決定される。
役職の担当は５条にもとづく申請にあたり適切に考慮される。
４条　任用給・慰留給
　任用給・慰留給は部局長（Leitung einer Abteilung）が仲介する教授のみに支給される。
それは通常期限なしで支給される。
　任用給は招聘を受けている者から監査役会と交渉されうる。教授が他大学の招聘（Ruf）
または他任用者（Dienstherr）・使用者からの任用要請を書面で提出する場合には，任用
給・慰留給は教授の申し出により理事会から支給されうる。
　学部長は任用・慰留給の手続きにあたり意見表明により関与する。意見表明は，任用で
は学部にとっての任用の意義を，また慰留では業績給を正当化する，その者に対して特別
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な関心が存する理由を説得的に根拠付けなければならない。
　医学部では学部執行部（Fakultätsvorstand）は理事会（Vorstand）の了解のもとに決定
する。患者診察の必要がある場合には，病院長が関与する。
　任用給・慰留給は以下の４つの等級で支給される。
等級１：最初の任用時。月250ユーロとする。
等級２：２度目の任用または最初の慰留交渉時。ここではさらに（weiter）250ユーロ追加
される。
等級３：３度目の任用または２度目の慰留交渉時。ここではさらに500ユーロまで追加され
うる。
等級４：トップ級の任用（とくに外国から，または大学外から）ないし教授の慰留交渉で
は等級４の特別な業績に対する業績給が支給されうる。この等級では金額は自由
に交渉される。
　任用・慰留給の支給に関する指標は，候補者の資格・水準および従来の収入および当該
専門分野における労働市場状況，さらには代替的な人事提案である。
５条　特別な業績に対する業績給
　研究，教育，芸術，継続教育または後継者養成における，原則として複数年にわたって
遂行された特別な業績に対して，業績給が支給されうる。
　この業績給は４つの等級で支給される。
等級１：研究，教育，芸術，継続教育または後継者養成における，通常期待される教授の
業績を明らかに上回る貢献。300ユーロが支給される。
等級２：研究，教育，芸術，継続教育または後継者養成における，専門分野を持続的に有
名にする（Profil mitprägen），継続的で優れて良好な貢献。これにはさらに
（weiter）500ユーロ（注：要するに合計800ユーロ）が支給される。
等級３：研究，教育，芸術，継続教育または後継者養成における，とても高い水準を有し，
かつ，大学の発展にとって卓越した意義を有する貢献。これにはさらに700ユーロ
（合計1,500ユーロ）が支給される。
等級４：研究，教育，芸術，継続教育または後継者養成における，国際的に専門領域横断
的に大学の評価を大きく高める（Reputation mitprägen），卓越した国際的で決定
的な（maßgeblich）貢献。これにはさらに900ユーロ（合計2,400ユーロ）が追加
して支給される。
　理事会は８月31日までに当該審査ラウンド（Bewertungsrund）に支給されうる業績等級
の数を学内に公表する。
　特別な業績給の支給のための審査期間は年ごとである。初回は2007年に行われる。初回
では３年間の期限付きで支給される。つぎの審査期間ではそれは再度期限付きで，または
期限なしで支給されるか，またはまったく支給されない。
　特別な業績に対する業績給に関する決定は教授の申請または学部長の提案にもとづく。
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申請または提案にあたっては，当該教授の過去３年間にわたる本人による報告が添えられ
る。申請は学部長を経由して理事会に提出される。学部長は学部執行部における協議にも
とづいて，申請につき，理事会に対しその決定に対する意見を述べる。
  申請または提案は遅くとも６月30日までに提出され，それは翌年まで効力を有する。こ
の期限より遅れた申請ないし提案は対象とはされない。理事会は11月30日までに翌年１月
１日付け発効で申請ないし提案に関する決定を行う。
　医学部では業績給支給は医学部執行部の権限である。この決定は理事会の同意を必要と
する。
　申請および提案は各審査期間ごとに行われる。特別な業績に対する業績給の支給後，業
績給の新たな申請・提案は３年経過後に初めて可能である。
　業績給支給の決定にあたり，とくに以下の指標が重要である。
１. 研究
・論文発表，表彰，評価（Evaluation）
・特許，研究移転
・少なくない金額の外部資金獲得
２. 教育
・論文発表，表彰，評価
・授業義務（Lehrverpflichtung）を上回る授業担当（Lehrtätigkeit）
・特別な援助（Betreuungsaufwand）をともなう授業負担
・試験担当（Prüfungstätigkeit）による特別な負担
・少なくない金額の外部資金獲得
３. 後継者養成
・博士号授与およびその後の学問的芸術的な資格向上の特別な業績
・授業担当に算入されない博士号取得のための援助
・特別な方法の後継者養成の実施
・学術的芸術的な後継者養成にあたっての特別な業績
４. 継続教育
・大学の役割の多様性にとって重要な継続教育企画
・継続教育における通常の授業負担をはるかに上回る授業担当
・平均を上回る援助をともなう継続教育における授業負担
・大学の継続教育により獲得された特別に多額の収入
６条　一度の報奨金支給
　理事会は定例の手続きとは別に，研究，教育，芸術，継続教育または後継者養成におけ
る一度の特別な業績に対して，一度限りの報奨金（Prämien）を支給することができる。
その金額は個別に理事会によって決定される。医学部にかかわる事案では医学部執行部が
理事会の同意を得て決定する。
ドイツ・大学教員の業績給
60
???
423
７条　研究・教育手当
　大学の研究・教育計画のために民間第三者の資金（Mittel）を獲得し，この計画を遂行
する教授は，この外部資金支給の期間中，申請によりこの資金から手当を支給されうる。
ただし，共通経費を含めた研究計画の費用と並んで外部資金によりこの手当金額も調達で
きる場合にかぎる。申請につき理事会が決定する。医学部関係事案では医学部執行部が理
事会の同意を得て決定する。
８条　重複して支給されること
　３条，４条および５条にもとづく業績給ならびに７条にもとづく手当は別々に支給され
る。
９条　恩給算定基礎
　４条および５条にもとづく期限のない業績給は，３年間支給の後に基本給の40％が恩給
算定基礎に組み込まれる。それは理事会決定により80％まで引きあげられうる。
　４条および５条にもとづく期限つきの業績給は，理事会決定により10年間の支給の後に，
基本給の40％から80％までが恩給算定基礎に組み込まれうる。
　３条にもとづく役職給は官吏扶養法（Beamtenversorgungsgesetz）15条ａが，業績給の
金額は別個の金額として扱われるという取扱基準が準用される。
　６条にもとづく特別賞与ならびに７条にもとづく研究・教育手当は恩給算定基礎の対象
とはならない。
〔コメント〕・任用給は任用（転職）回数が増えるほど，より高く評価されている（４条）。
Ⅸ　フレンスブルク専門単科大学（シュレスヴィッヒ・ホルシュタイン州）学則　2010年
（一部略）
４条　任用給・慰留給
⑷　任用にあたり学部長の提案にもとづき理事会（Präsidium）は，大学の将来の教授に，
大学赴任後一定年数を経過しているという条件のもとで，給与の引き上げを約束すること
ができる。
　任用給額（月額）は，Ｗ２基本給（シュレスヴィッヒ・ホルシュタイン州では４,214ユー
ロ，2010年）を基礎に，
・先方の大学で任用５年以後はＷ２給の５％（＝211ユーロ）まで
・先方の大学で任用10年以後は同10％（＝421ユーロ）まで
・先方の大学で任用15年以後は同15％（＝632ユーロ）まで
・先方の大学で任用20年以後は同20％（＝842ユーロ）までとする
　任用給は期限なしで支給される。
⑵　他大学の招聘または他の使用者の任用提案を契機として，学部長の提案にもとづき理
事会は，同様の契機にもとづく最後の授与から３年以上経過後に，Ｗ２基本給の100分の
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0.5まで月々の慰留給として支給することができる。
⑶　他大学からフレンスブルク専門単科大学に転任する教授は，撤回されることのない任
用給を従来の基本給とＷ２基本給の差額を上限に受け取ることができる。
５条　特別な業績に対する定期的な業績給
⑴　研究，教育，継続教育または後継者養成および知識移転（Wissenstransfer）におけ
る，平均をかなり上回り，原則として過去５年間に達成された特別な業績に対し，業績給
が支給されうる。
等級１：Ｗ２基本給の５％－専門単科大学任用５年後以降より。
等級２：Ｗ２基本給の10％－専門単科大学任用10年後以降より。
等級３：Ｗ２基本給の15％－専門単科大学任用15年後以降より。
等級４：Ｗ２基本給の20％－専門単科大学任用20年後以降より。
等級５：Ｗ２基本給の25％（＝1,054ユーロ）－専門単科大学任用25年後以降より。
　業績給の各等級の支給のために，学則付属文書に定められている条件および指標が適用
される。
⑵　毎年12月１日までに教授は学部長を経由して特別な業績給の支給を書面で申請でき
る。申請には，特別な業績が根拠付けられる。申請につき，学部長の提案にもとづき理事
会が決定する。
⑶　申請者から提示された業績は，学部長の提案にもとづき理事会により審査される。審
査にあたりつぎの点数が付与される。
・教育および試験に対して50点まで
・研究および知識移転に対して30点まで
・継続教育，後継者養成およびその他の参加に対して20点まで
　評価対象となった者の業績が50点を下回って評価される場合には，特別な業績給の支給
は行われない。
⑷　特別な業績給は各等級で５年間の期限付きで毎月支給される。等級が以下の手続きで
証明される，または次の順位の等級が支給されるならば，前の手続きの特別な業績給は期
限なしで引き続き支給される。
⑸　特別な場合には１項の百分率は調整のために２倍を上限に引きあげられる。特別な場
合とはとくに，教授に支給されている任用給がない，または低額である場合である。さら
に，教授が当大学に任用されてすでに40年を勤務している場合も該当する。
⑹　以下の異なる取扱いが認められる。すなわち，Ｗ２に転換したＣ２給の教授は当大学
に任用されて10年経過後には等級１の特別な業績給を直ちに期限なしで支給される。また，
当大学に任用され15年経過後には等級２の特別な業績給を直ちに期限なしで支給される。
⑺　１項から３項にもとづく審査手続と関係なく，特別に卓越した業績が３項２文で定め
られる領域で達成されれば，その者が所属する部局長室（Fachbereichsdekanat　学部長
室）の所見にもとづき学長は，１回限りの特別な業績給をＷ２基本給１か月分（=４,214
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ユーロ）を上限に支給することができる。
６条　研究・教育手当
⑴　大学における研究・教育のために民間第三者の資金を獲得し，これを職務で使用する
教授は，当該資金が支出される間，形式を問われない申請にもとづき恩給の算定基礎とは
ならない手当を資金から支給されうる。ただし，資金提供者がこの目的のためであること
を明示している場合に限る。１文にもとづく授業企画の範囲内の授業は授業義務には算定
されない。研究・教育手当は年間基本給の100％を超えてはならない。
⑵　研究・教育手当は当該計画の期間中，学部長の提案にもとづき理事会から支給される。
７条　役職給
⑵　専任の学長はＷ３基本給の35％（＝1,474ユーロ）の金額で役職給を毎月請求する権利
を有する。
⑶　兼任で運営を担当する教授は，Ｗ給が支給されていることを前提に，役職任期中，下
記の役職給を支給される。
・副学長　　　　Ｗ２基本給の12.5％（＝526ユーロ）
・学部長　　　　Ｗ２基本給の10.0％（＝421ユーロ）
・学部長代理　　Ｗ２基本給の7.5％（＝316ユーロ）
10条　通知，異議申立および調停
⑴　申請者は各年の10月31日までに，業績給の支給または申請の拒否に関する理事会の決
定を理由を添えて通知される。支給される場合には業績給の額，支給期間および恩給の算
定基礎となるかどうか，ならびに支給される業績給に一般的な給与調整（物価スライド）
が適用されるか否かにつき通知される。
⑵　州業績給令（LBVO）10条にもとづき，業績給の支給およびその金額の決定に対する
教授の異議申立につき，理事会が決定する。
(3)　業績給の授与およびその金額の決定に対する異議申立に関する決定の準備のために，
フレンスブルク専門単科大学は調停委員会（Schlichtungsstelle）を設置する。
⑷　調停委員会は当大学の３人の教授から構成され，彼らは評議会（Senat）から２年の任
期で任命される。調停委員会は３か月以内に次の手続きのための提案を行う役割を担う。
それは予め申請者および学長に対して事情聴取し，話し合いで合意による解決を働きかけ
るものとする。
＜付属資料：指標＞
＜教育および試験＞授業内容が現実に即しており専門的であること，内外の授業評価の卓
越した評価，平均を上回る試験担当，専門分野における科目の発展への貢献，刷新的な授
業構想・方法の展開，担当科目の柔軟性（幅広さ，多くの専門教育への関与，新しい企
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画），授業における特別な負担，履修プログラムの世話および刷新，課外活動の世話および
組織化，授業における卓越さ。
＜研究および知識移転＞外部資金の獲得およびプロジェクト遂行，論文発表および編集，
学術的作業グループの構築・指揮，特許および発明，授業外の講演活動，大学にかかわる
鑑定活動，学術団体における役員，大学内外における学術的研究会（Tagung）の組織化，
技術移転への従事および実務との連携，研究活動に対する表彰。
＜継続教育，後継者養成およびその他の関与＞継続教育（協力，構想の発展など），専門分
野の代表的存在，国際化（参加，構想の発展等），大学運営（機関や委員会における役員引
き受け），自前の能力開発訓練（Fortbildung）および継続教育，対外的な宣伝活動（同窓
会，学生獲得（Aquisition）），後継者養成プログラムの発展・遂行，とくに女性の後継者
養成促進，その他の表彰および受賞。
〔コメント〕・特別な業績に対する業績給では総合評価が行われている（５条３項）。また，
当大学では任用給，業績給の支給額上限で任用期間が重要な基準とされている（勤続加算 
　４条１項，５条１項）。
・学長の役職給がＷ３基本給の35％（＝1,474ユーロ），学部長のそれは421ユーロの金額と
いうのは低額である。
・「授業内容が現実に即しており」と，大学が求める教育内容が具体的に示されている（付
属資料）。
Ⅹ　ハノーファー専門単科大学（ニーダーザクセン州）指針（一部略）
１条　これはニーダーザクセン州業績給令にもとづく。
４条　任用給および慰留給
⑴　任用給は選抜された教授に対して，学部の意見表明の後に，理事会（Präsidium）によ
り交渉されうる。他大学からの書面による招聘（Ruf）が提出され，または類似の方法で
別の雇用関係の可能性が証明された場合，慰留給は教授の申請にもとづき学部の意見表明
の後に理事会から選考されうる。学部は予定されている任用ないし慰留にあたり当該人物
に特別な関心がある理由を根拠づけなければならない。
⑵　任用給および慰留給は原則として５年を上限に期限付きで支給される。承認された期
間につき関係者と目標協定が締結されるものとする。そのさいに業績給の等級づけを予定
することができる。教授の書面による申請にもとづき，学部の意見表明の後に，業績給が
期限付きで支給されうる。それは期限経過後に従来の金額を上限に期限なしでさらに支給
されうる。
５条　特別な業績に対する業績給
⑴　特別な業績給は教授の書面による申請および学部の意見表明を経て理事会から選考さ
れうる。申請は指針に関する付属文書が定める基準（Vorgabe）にもとづき記述され，学
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部長室および理事会に翌年のために６月31日までに提出される。申請に対する学部長室の
意見表明は９月15日までに提出される。目標協定および業績協定（Leistungsvereinbarung）
から生じる成果につき意見表明のなかで言及できる。目標協定および業績協定は学部長室
と教授の間で２年ごと締結される。
⑵　特別な業績給は，つぎの分野で認められる。
１. 教育，試験，継続教育および後継者養成は，最大100点中で70点を上限とする。
２. 研究，外部資金獲得，技術移転，卓越した学術的または芸術的な業績は，最大100点
中で30点を上限とする。
⑶　得点の算定は理事会により行われる。総合得点が60点を下回る場合には特別な業績給
は支給されない。この場合，理事会は関係者に懇談の機会を提供することができる。懇談
の目的は将来の業績向上の可能性を検討することである。
　総合得点60点以上91点以下の場合は，４項にもとづき特別な業績給は期限付きで支給さ
れる。
　91点を上回る場合，特別な業績給は期限なしで支給される。
⑷　１－３項を考慮して，教授は以下の業績給を支給されうる。
１. 在職４－５年の者にはＷ２基本給（ニーダーザクセン州では4,197ユーロ，2010年）
の８％（=294ユーロ，月額）
２. 在職６－10年の者にはさらにＷ２基本給の８％（月額）（＝計16％，672ユーロ）
３. 在職11－15年の者にはさらにＷ２基本給の８％（月額）（＝計24％，966ユーロ）
４. 在職16－20年の者にはさらにＷ２基本給の５％（月額）（=計29％,１,217ユーロ）
５. さらに在職５年ごとにＷ２基本給の５％（月額）を追加する
６条　役職給
⑴　理事会および学部長室の専任および兼任のメンバーにこれを支給する。
⑵　専任の理事に対する業績給につき，州学術・文化大臣が決定する。兼任の理事はＷ２
基本給の20％（＝839ユーロ）の額で業績給を授与される。
⑶　学部長は，教授15人以下の学部ではＷ２基本給の５％（＝210ユーロ）の金額で，教授
16－30人の学部では同じく10％（＝420ユーロ）で，31人以上の学部では同じく16％（＝
672ユーロ）で業績給を支給される。
⑷　教務担当副学部長は，学部長に支給される金額の75％で業績給を支給される。
⑸　その他の大学運営上の特別な役職につき，教授の申立にもとづき，かつ，学部ないし
理事会の意見表明にもとづき業績給が支給されうる。支給される金額は役職の範囲および
責任にもとづいて決定される。
７条　教育・研究手当
　民間第三者の資金を獲得した教授は，当該資金のなかから手当を支給されうる。ただし，
外部資金提供者が当該目的のためであることを明示している場合にかぎる。
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〔付属資料〕１　教育，試験，継続教育，後継者養成
１･１　授業（講義，演習，プロジェクト，実験，学際的企画等）　付与得点40点まで
１･２　試験（卒業論文（Diplomarbeit）を含む）　　　　　　　　付与得点20点まで
１･３　課外活動または同等の企画の世話
１･４　学生配布用教材の開発
１･５　授業用のハードウェア・ソフトウェアの開発
１･６　新しい授業の工夫
１･７　大学独自の継続教育における活動
１･８　後継者養成ならびに助手プログラムにおける活動，博士論文等（Dissertation）
の世話
　　　 １･３から１･８までに対する合計付与得点は10点まで
２ 　　それ以外の分野
２･１　研究
２･２　外部資金獲得
２･３　技術移転，特許申請等
２･４　表彰，受賞，学術的な編集，講演等
　　 ２に対する合計付与得点は30点まで
〔コメント〕・総合得点主義である（５条２項）。
・特別な業績給に勤続加算がされている（５条４項）。
・学長に関してのみならず専任の理事についても，業績給額を州学術・文化大臣が決定
している（６条２項）。
・学部長手当210ユーロは低い事例である。学部長手当額が学部規模によって異なってい
る（６条３項）。
Ⅹ１　オスナブリュック（Osnabrück）専門単科大学（ニーダーザクセン州）指針2009年
（一部略）
１条　これはニーダーザクセン州大学業績給令にもとづいて定められる。
２条　任用給・慰留給
⑴　ニーダーザクセン州大学業績給令３条にもとづく業績給は，教授の任用にあたり支給
される。
⑵　学長（Präsident）は業績給の支給につき学部執行部（Fakultätsleitung）と合同で，
任用予定の人物と交渉する。任用交渉の範囲内で当大学における活動に関する活動プログ
ラムが締結されるものとする。
⑶　任用給は基本給（ニーダーザクセン州ではＷ２で4,197ユーロ，2010年）の22％（＝
923ユーロ）以内の手当（期限付き）を含む。この手当は当大学における最初10年の間，等
級づけられて支給される。これにつき学術的な資格・レベルならびに大学外での職業的経
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験の期間および水準（Qualität）が特別に確定される。
　期限付きで支給される手当は，期待されている，または合意されている業績がさほど重
大な不足なく達成されていることが評価にもとづいて確定される，または評価期間内に特
別な業績にもとづく手当が支給されるならば，期限なしに引き続いて支給される。
⑷　教授として採用したい，または当大学で引き続きとどまって欲しい人物の確保に必要
であれば，任用給ないし慰留給に関してこの規定とは異なる合意が行われうる。
３条　特別な業績に対する業績給
⑴　ニーダーザクセン州大学業績給令４条にもとづく業績給は教育（継続教育を含む），研
究（知識移転（Wissenstransfer）を含む）における特別な業績または大学運営における特
別な活動に対して，手当として支給されうる。理事会（Präsidium）は手当額を定める。１
人につき３つの手当まで支給されうる。さらに報奨金（Prämien）（プロジェクトないし課
題と連動した一括払い）が個別事例で支給されうる。
⑵　特別な業績に対する業績給は，申請にもとづき３年間の期限付きで支給される。当大
学における在職中に特別な業績に対する業績給を連続して３回支給され，かつ，その業績
が引き続いてもたらされることが期待可能な場合には，理事会は特別な業績に対する業績
給を期限なしで支給することができる。
⑶　理事会は評価の期間を定める。教授の書面による申請は，理事会から定められた評価
期間内に行われ，平均を上回る業績が証明されるものとする。申請は当大学で３年以上在
職の後に可能である。
４条　手続き
　ニーダーザクセン州大学業績給令３条および４条にもとづく業績給の支給に関する決定
は，理事会が義務的裁量（pflichtgemäß Ermessen）にもとづいて行う。教育における業
績に関する決定が行われる場合，教務担当副学部長が学生の授業評価結果をもとに意見を
表明する。研究における業績の関係では鑑定意見を取り寄せることができる。
５条　役職給
　これにつき，別に定める。
〔コメント〕・この指針は簡単な記述であり，整備中である様子が窺える。
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